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農協の総合生産性変化とその要因
――1989～2005年――

〔要　　　旨〕

１　本稿の課題は，農協の総合生産性の変化とその要因について把握することである。これ

まで，農協系統のみならず農協研究者の間でも，総合生産性について議論されることは非

常に少なかった。本稿ではMalmquist総合生産性を用いてこれを試みる。

２　計測の結果，農協の総合生産性は，1989年から2005年の間に年率1.31％で上昇した。こ

の伸びに最も貢献したのは，規模の経済であり，次いで技術進歩であった。反面、伸びを

阻害したのは混合効果であった。

３　主に規模の経済と技術進歩によって，農協の労働や資本投入の削減が実現されてきたが，

特に規模の経済を生かしつつそれを実施してきたことは評価に値すると思われる。

４　しかし，期間中総合生産性の伸びを阻害してきた混合効果への対応が課題として残る。

これを改善しつつ総合生産性を上昇させるには，労働および資本投入の無駄を省くこと，

総合生産性の伸びが期待できない所に過度な投入をしないことが求められると考える。
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に疑問を投げかけている。

冒頭に示した本稿の課題は，これらの問

題に対応したものである。総合生産性変化

とその要因について把握するために，

Malmquist総合生産性を用いる。加えて，

川村（2000）で指摘された，労働生産性の

みを農協が利用することの意味づけを２

（３）「Tornqvist指数による総合生産性」で

補足的に行う。

本稿が対象とする期間は1989年から2005

年までである。89年は平成元年にあたり，

本稿では，平成に入ってから計測可能な最

新年までの農協の総合生産性の変化に焦点

を当てることとなる。

（注１）全要素生産性やTFP（Total Factor
Productivity）という言葉が総合生産性と同じ
意味で使用されることもある。本稿では，総合
生産性で統一する。それは，農業分野において
速水（1986），山田（1992）などが使用している
こと，農業部門における生産性に関するレビュ
ー文献である加古（1996）でも総合生産性が使
用されていることを考慮したものである。

89年以降の事業総利益等の動きをみたも

本稿の課題は，農協の総合生産性の変化

とその要因を把握することである。
（注１）

農協系

統において，これまで総合生産性について

議論，または把握するということは，農協

及び組合員にとって重要であるにもかかわ

らずほとんどなされてこなかったものと思

われる。同様に，農協研究者の間でも農協

の総合生産性について議論されることは非

常に少なかった。もちろん，数値的把握が

なされていない以上，総合生産性変化の要

因についても十分把握されていないのが現

状である。

農協においては，労働生産性を使用する

ことが多いと思われる。労働生産性は計算

が容易で把握しやすいため，あらゆる領域

で利用されているものである。しかし，こ

れは投入要素の一部に目を向けた部分的な

生産性であるため，すべての投入要素を網

羅する場合には総合生産性を計測すること

が必要となる。川村（2000）は，農協の労

働生産性と総合生産性との間に相関がある

としても，労働生産性のみに着眼すること
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（３） 結果の解釈および農協への示唆

おわりに

課題の設定

１　1989年以降の農協の

事業総利益等の動き
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のが第１表である。事業総利益および事業

管理費は，ともに95年以降減少傾向にある。

対象期間中の減少率（年率）は，事業管理

費よりも事業総利益の方が上回っている。

労働投入には人件費を使用しており，資

本投入には事業管理費から人件費を差し引

いたものを使用している。
（注２）

この推移をみる

と，労働投入も資本投入も95年までは増加

傾向にあり，その後減少傾向を示している。

労働生産性（１人あたり事業総利益）は，

89年の6.04百万円／人と比べ05年には6.78

百万円／人となっており，年率0.73％で上

昇している。

事業管理費１円あたりの事業総利益は，

事業総利益対事業管理費比率の逆数であ

る。最も高いのは89年の1.20であり，01年

までは減少傾向にあったが，その後改善さ

れ05年には1.09となっている。

期間中において，総じて言えることは，

事業総利益の減少率に投入の削減率が十分

に追いついていないこと，その結果，事業

管理費１円あたりの事業粗利益が低下した

ことである。但し，00～05年をみてわかる
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ように，2000年代に入ってからは事業総利

益の減少率よりも投入の削減率の方が上回

っており，その結果，事業管理費１円あた

りの事業粗利益が上昇しつつある。
（注２）この取扱いは，川村（2000）に倣ったもの
である。資本投入に該当する項目が総合農協統
計表にないため，本稿でも同様の措置をとった。

（１） 総合生産性の概念

生産性（Y／X）とは，何かを投入（X）

してどれだけのもの（Y）が生み出される

かという概念である。もし投入要素が１つ

で，産出されるものも１つならば，両者の

比（Y／X）が生産性となる。しかし，通

常何かを生み出す場合には複数の投入要素

が必要である。また，産出されるものも複

数の場合がある。例えば，米作りは労働と

いう１つの投入要素のみでは不可能であ

る。米作りには，労働の他にもトラクター

などの機械が必要である。機械・施設など

は総称して資本と呼ばれる。多くの場合，

資料　農林水産省『総合農協統計表』（各年版） 
（注）１　労働投入と資本投入の算出方法は川村（２０００）と同じであり, 労働投入の労働は人件費を, 資本投入の資本には事業管理費

から人件費を引いた数値を使用している。但し, 川村（２０００）では, 生産性計測のために両者の実質値を算出している。 
２　役職員数（Ｌ２）は, 常勤役員, 職員, 臨時およびパート職員の合計である。 

第1表　事業総利益等の推移（名目値） 

変化率（％／年） 実　　数 

９５ 

事業総利益 
事業管理費 
労働投入 
資本投入 
役職員数 
本支所数 

総利益／管理費 
労働生産性 

（Ｙ） 
（Ｘ） 
（Ｌ１） 
（Ｋ） 
（Ｌ２） 
 

（Ｙ／Ｘ） 
（Ｙ／Ｌ２） 

２，３４２ 
１，９４９ 
１，４１７ 
５３２ 
３８８ 
２３．４ 

１．２０ 
６．０４ 

２，４１３ 
２，０４０ 
１，４８４ 
５５６ 
３８６ 
２３．６ 

１．１８ 
６．２５ 

２，４６５ 
２，２７４ 
１，６４５ 
６２９ 
３７５ 
２３．８ 

１．０８ 
６．５７ 

２，１９０ 
２，１４８ 
１，５３１ 
６１６ 
３３８ 
２３．３ 

１．０２ 
６．４８ 

１，９９６ 
１，８３６ 
１，２９４ 
５４３ 
２９４ 
２１．１ 

１．０９ 
６．７８ 

０．４２ 
２．２０ 
２．０８ 
２．５２ 
△０．５７ 
０．２０ 

△１．７４ 
１．００ 

△２．３３ 
△１．１４ 
△１．４２ 
△０．４０ 
△２．０８ 
△０．３９ 

△１．２１ 
△０．２６ 

△１．８４ 
△３．０９ 
△３．３２ 
△２．５２ 
△２．７３ 
△２．０３ 

１．２９ 
０．９２ 

△０．９９ 
△０．３７ 
△０．５７ 
０．１２ 
△１．７１ 
△０．６４ 

△０．６２ 
０．７３ 

（単位　１０億円，千人，千か所，百万円／人） 

９０ ０５ ００ ８９年 ９５～００ ９０～９５ ８９～０５ ００～０５ 

２　総合生産性の概念と農協の

総合生産性に関する既存文献
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投入要素はこの２つに分割可能である。

生産性のうち労働生産性（Y／L）とは，

労働（L）１単位の投入に対し，どれだけ

のもの（Y）が生み出されたかという概念

である。しかし，労働生産性だけでは十分

に説明できない部分がある。仮に労働投入

１単位によって10単位の米を生産したとす

る。この生産量は便宜上固定しておく。こ

の場合労働生産性は10であるが，資本は全

く考慮されていない。トラクターの使用が，

１単位であろうと10単位であろうと労働生

産性には反映されないのである。

ここで総合生産性の概念が必要となる。

総合生産性は，使用するすべての投入要素

を考慮した上で，どれだけのものが生み出

されるかという概念である。上述の例で確

認すると，労働と資本を何の制約もなく加

える事ができるとするならば，労働１単位

と資本１単位で合計投入量は２単位とな

り，総合生産性は５となるが，労働１単位

と資本10単位では合計投入量は11単位とな

り，総合生産性は0.91となる。もちろん前

者の方が生産性は高い。

（２） 農協の総合生産性に関する既存文献

農協の総合生産性に関する主な文献と
（注３）

し

て川村（2000）がある。川村（2000）は，

経済統計でしばしば使用されるTornqvist

指数を使用して1967年から97年までの総合

生産性を計測している。その結果は，①90

年代に入ってからの総合生産性は停滞して

いる，②費用関数を
（注４）

使用して計測した結果，

准組合員比率の上昇や合併が，総合生産性

に正の影響を与えている，③総合生産性停

滞の要因は，資本生産性にあると考えられ，

労働生産性のみを問題とするのは不十分で

ある，
（注５）

に要約される。

川村（2000）の研究成果は，農協経営の

あり方を考える上で示唆に富んでいる。そ

こで，次項では，①川村（2000）で計測さ

れたTornqvist指数による総合生産性を05

年まで期間延長し，89年以降の動きをみる

こと，②総合生産性の停滞要因として挙げ

られた資本生産性の動きを確認すること，

③上記①②を踏まえて，労働生産性をみる

ことの意味，について簡潔に言及する。

（注３）本稿ではL o v e l l （ 2003）と同様，
Malmquist生産性計測の一手法であるFäre et
al.（1994）型のものを部分的生産性として取り
扱っている。

（注４）ある一定のものを生み出すのに，どれだけ
の要素投入を必要とするかを関数であらわした
もの。係数計測のために，関数形と分布（例えば
正規分布）を特定化しなければならない。また，
Tö rnqvist指数からは直接要因分解できないた
め，別途費用関数を使って計測する必要がある。

（注５）川村（2000）の労働生産性（Y／L）は，実
質化された人件費（L）あたりの産出（Y）であ
り，産出には各事業の事業総利益をTö rnqvist
指数によって指数化したものを使用している。
また，資本生産性（Y／K）は，実質化された資
本投入（K）あたりの産出（Y）であり，資本に
は事業管理費から人件費を差し引いた残額を使
用している。本稿の分析に使用される労働生産
性および資本生産性もこの定義に従っている。
詳しくは川村（2000）を参照されたい。

（３） Törnqvist指数による総合生産性

川村（2000）で利用されたTornqvist指

数を05年まで延長したものが第１図および

第２表である。

総合生産性は計測可能期間（67～05年）

において年率2.02％で上昇してきた。その
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なかで90年代をみると，90～95年は0.05％，

95～00年は0.43％の伸びにとどまってい

る。90年代の総合生産性の伸びは，非常に

緩慢で停滞している。2000年代では，02年

に総合生産性が大きく伸びており，00～05

年の伸び率の平均は2.00％となっている。

総合生産性とともに，労働生産性と資本

生産性の動きも第１図に示している。
（注６）

労働

生産性は前年を上回る値を示すことが多

く，上昇傾向にあるが，資本生産性は低下

傾向にあることがわかる。このことは，農

協の総合生産性が労働生産性の伸びによっ

て支えられてきたこと，そして資本生産性

が総合生産性にあまり寄与してこなかった

ことを示している。特に，本稿の対象期間
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となっている90年代においてその傾向がみ

られる。

第２表を利用して89年以降の総合生産性

の変化をみると，総合生産性の上昇は，産

出の減少を上回る投入の削減によりもたら

されていることがわかる。特に95～00年と

00～05年の投入の伸びは，それぞれ△

2.19％，△2.88％とかなり抑制されている

ことがわかる。第１図とあわせてみると，

96年に産出および投入に関する大きな転換

がなされている。96年以降は，02年以外の

すべての年で産出，投入ともにマイナスの

伸びとなっている。96年以降の10年間のう

ち７年で産出の減少幅を投入の減少幅が上

回っていることから，およそ90年代後半か

ら，投入の大幅な削減により農協の総合生

産性の上昇傾向が始まったのではないかと

考えられる。

最後に，総合生産性と労働生産性の関係

をみておきたい。第１図をみると，総合生

産性と労働生産性との相関が極めて高いこ

とがわかる。89年以降の総合生産性と労働

生産性の伸び率との相関係数も0.965と高

い。農協における労働生産性利用の意味は

ここにあるといえる。但し，労働生産性の

みをみることが十分でないことは知っ

ておく必要がある。例えば89年以降に

おいて，91年，92年，96年および99年は，

総合生産性の伸びが負の値となってい

るが，これらの年の労働生産性は上昇

していた。農協にとって労働生産性を

みる場合には，それが総合生産性を代

替できることを定期的に把握しつつ，

資料　筆者作成 
（注）　計測方法は川村（２０００）と同じである。  

５．０ 
（１９６７年＝１．０） 

４．５ 

３．５ 

２．５ 

１．５ 

０．５ 

４．０ 

３．０ 

２．０ 

１．０ 

６７年 ７２ ７７ ８２ ８７ ９２ ９７ ０２ 

第1図　Tornqvist指数による総合生産性の 
計測結果　　　　　　　　 

労働生産性 
投入（Ｘ） 

総合生産性（Ｙ－Ｘ） 
資本生産性 

産出（Ｙ） 

資料　筆者作成 
（注）　第１図に同じ。     

第2表　Tornqvist指数による総合生産性の変化 

総合生産性 

産出 

投入 

労働生産性 

資本生産性 

（Y－X） 

（Y） 

（X） 

（Y/L） 

（Y/K） 

２．０２ 

３．７０ 

１．６８ 

３．０１ 

０．００ 

２．８０ 

６．９０ 

４．１０ 

３．９４ 

０．７２ 

０．６８ 

△０．９１ 

△１．５９ 

１．４２ 

△１．１４ 

０．０５ 

△０．３９ 

△０．４４ 

０．８８ 

△２．１０ 

０．４３ 

△１．７６ 

△２．１９ 

１．４２ 

△１．９８ 

２．００ 

△０．８８ 

△２．８８ 

２．５２ 

０．７８ 

（単位　％／年） 

６７～０５ 
年 ６７～９０ ８９～０５ ９０～９５ ９５～００ ００～０５ 



農林金融2008・5
22 - 268

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

簡便法として使用することが求められる。
（注６）川村（2000）でも述べられているように，
総合生産性が労働生産性と資本生産性に分解さ
れるわけでない。しかしながら，総合生産性を
大雑把にとらえるために，本稿では厳密性を無
視して論じている。

（１） Malmquist総合生産性の特徴と

使用語句の説明

前節で示したTornqvist指数は，産出と

投入の値から総合生産性の値が計算できた

が，これでは総合生産性の変化がどのよう

な要因によってもたらされたのかが把握で

きない。Malmquist総合生産性は，産出と

投入の値は計算できないが，総合生産性の

計測とその変化の要因を技術効率・技術進

歩・規模の経済・混合効果の４つに分解で

きるのが特徴である。
（注７）

分解される要因のうち，技術効率とは各

期における最も生産性の高い主体を技術効

率的とみなし，それ以外の主体が，今期か

ら次期の間にどれだけそこに追いついたか，

または引き離されたかを表したものである。

技術進歩とは，今期と次期の最も生産性

の高い主体同士を比較するものであり，次

期の方が生産性が高い場合には，今期では

誰もが不可能だった生産性を上げることが

可能となったという点で，技術が進歩した

とみなす。

規模の経済とは，全要素投入を同率で増

加させた時に，産出が投入の増加率より高

いか否かをみるものである。産出の増加率

の方が高い場合には，規模の経済が存在す

ると言う。
（注８）

混合効果とは，ある一定の産出を行うた

めに，投入要素となっている労働と資本と

の間の配分が適正かどうか，また，ある一

定量の生産要素を使用した場合の産出水準

が，適正な水準にあるかどうかを示している。

Malmquist総合生産性は，Tornqvist指

数と同様に指数であり，共通点もあるが，

大きく性質が異なる部分がある。それは，

Tornqvist指数が常にある一定量のものを

生み出すのに，最適な投入がなされている

という仮定が置かれているのに対し，

Malmquist総合生産性は，生産には非効率

が生じている部分があることを前提として

いることである。そのため，Malmquist総

合生産性とTornqvist指数の値は多くの場

合一致しない。
（注９）

（注７）Lovell（2003），後藤ほか（2005）を参照。
（注８）注意が必要なのは，全要素投入の同率変化
という点と，規模の経済には時間の変化がない
点である。労働２倍，資本３倍という場合は同
率変化ではないので，また，次期に労働と資本
を等しく２倍にする場合も，時間にずれがある
ため規模の経済を正確にとらえていないことに
なる。

（注９）一致しないことは，Fä re et al.（1994），
後藤ほか（2005）などで確認されている。但し，
Färe et al.（1994）は部分的なMalmquist生産
性の計測結果である。両指数が一致する場合は，
生産に非効率が生じていない場合である
（Caves et al.（1982））。

（２） 計測の前提と計測結果

計測の前提は次のとおりである。計測の

基となるデータは総合農協統計表であり，

これは農協の経営数値が都道府県別に集計

されたものである。このことは，各都道府

県の数値を１経営体（県農協）の数値と見

３　Malmquist総合生産性



立てていることに等しい。この前提は現実

を十分に反映しているものではない。農協

の合併が進み，１県１農協となっている所

もあるが，依然それは少数だからである。

計測結果は第２図および第３表に示して

いる。第１に，計測期間中，農協の総合生

産性は年率1.31％で上昇した。期間中の推

移をみると，総合生産性が低下したのは，

89年，92年，95年および98年であり，その

他はすべて上昇した。総合生産性が上昇し

た年のうち，93年，94年，02年及び05年は

２％以上の伸びとなっている。2000年代に

入ってからの総合生産性の伸びは，90年代

における停滞から脱しているようにみえる。

第２に，４つに分解された項目から総合

生産性上昇への貢献をみてみると，最も伸

びに貢献したのは規模の経済であった。期

間中の総合生産性の伸びに対する寄与率は

105％であった。規模の経済が総合生産性

の伸びに最も貢献度している年は，計測期

間17年のうち11年と半数以上を占め，特に

95年以降の各年における寄与度は大きい。

貢献度が２番目に高かったのは技術進歩

であり，総合生産性の伸びへの寄与率は

64％であった。技術進歩は，主として90年

代前半と02年以降で総合生産性の伸びに対

する貢献度が高い。

技術効率は期間中大きな変化がみられ

ず，総合生産性の伸びへの寄与率も１％と

低かった。これは，同じ国のなかで

Malmquist生産性を計測する場合にみられ

る傾向である。それは，同じ国のなかでは

ほぼ同じ技術を利用しているためである。
（注10）

92年において，最も総合生産性の伸びに

貢献した混合効果は，期間全体としてみる

と，総合生産性の伸びを鈍化させる要因と

して働いた。期間中の総合生産性の伸びへ

の寄与率は△70％であった。

対象期間を違いのみられる５年ごとに３

分割してみると，総合生産性の伸びは95～

00年の0.66％が最も低くなっている。しか

しながら95年以降は，95年および98年を除

き総合生産性は上昇している。

期間中の総合生産性上昇の要因をみる

と，規模の経済が寄与する割合が時間の経

過とともに大きくなっていることがわか

る。技術進歩は，すべての期において安定

して貢献している。混合効果は，全期間に

おいて上昇の阻害要因となっており，その

割合も拡大している。

（注10）技術効率が異なるのは，国際比較を行った
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場合によくみられる。それは全く違う技術が存
在しているためである。例えば，途上国で先進
国の技術を導入した場合，先進国へ追いつく
（キャッチアップ）だけなので，技術進歩はない
が技術効率は上昇する。Färe et al.（1994）で
は，技術効率の変化という言葉と同時にキャッ
チアップという言葉を使用している。

（３） 結果の解釈および農協への示唆

89年以降，農協の総合生産性上昇の牽引

役だったのは，規模の経済と技術進歩であ

った。そして，総合生産性上昇に最も貢献

したのが規模の経済であったことは特筆に

値する。なぜなら，規模の経済を背景とし

て，既に第１表でみたような投入の削減，

すなわち役職員数の削減や施設等の統廃合

を実施してきたからである。特に90年代後

半からは，これらの数字は大きく減少して

きている。これは，技術進歩の成果を取り

入れるといった受動的な行動だけに依存す

るものではない。このことは評価されてよ

いであろう。

但し，ここで使用しているデータが，都

道府県レベルに集計されたものであること

にもう一度留意しておく必要がある。確か

に，時間の経過とともに規模の経済が働く

度合いがより強まっていることは本稿で示

しているが，それは，集計された農協の経

営数値が大きな都道府県において，より大

きな規模のメリットが存在していることを

示しているに過ぎない。またこのことは，

規模の経済が，個別農協の合併によっても

たらされたものかどうかを示すものではな

い。それを知るためには，農協の個票デー

タを使用し，改めて計測する必要がある。

次に総合生産性上昇に寄与したのは技術

進歩であった。技術が進歩すれば，例えば

今までよりも少ない人数で業務が可能とな

るため，総合生産性は上昇することとなる。

しばしば挙げられるのは，情報通信技術の

進歩および導入が総合生産性に貢献すると

いう説明である。これは，農協にもあては

まるのではないかと考える。

期間中，総合生産性の伸びを阻害してい

る唯一の要因は，混合効果であった。農協

の場合では，各事業において一定額の事業

総利益を生み出すにあたって，労働と資本

の間の配分が適切かどうか，現在保有する

労働と資本を利用した結果，各事業の事業

総利益の水準が適正な数値となっているか

がこれに該当する。計測結果から，投入要

素となっている労働と資本との間の配分の

適正化が不十分であったか，または，各部

門の事業総利益の水準が，適正な水準と比

べ低水準または偏りがあったことを示して

いる。

農協の総合生産性を考えるにあたって，

上昇阻害要因となっているこの混合効果を

打ち消しつつ総合生産性を上昇させていく

ことが課題となる。解決のために求められ

ることは，①労働（L）と資本（K）投入

の無駄を省き，かつ資本装備率（K／L）を
（注11）

プラスの値で維持する，②生産性の伸びが

期待できない事業に過度な投入はしない，

であると思われる。

①について，そもそも混合効果は労働と

資本の配分が適正か，または労働と資本の

量に対し，適正な産出量があるかを問題と

する。そして，労働と資本の配分を考える
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ということは，その量とともに資本装備率

を変化させることにつながる。第３図は，

労働生産性を資本生産性と資本装備率に分

解したものである。既にみたように，農協

の事業総利益は減少傾向にあり，資本生産

性が停滞していることから，労働生産性の

上昇は資本装備率の上昇によるところが大

きいことがわかる。資本生産性の低さは，

資本の過剰に要因があり，当面はこの過剰

の調整が必要であろうと考える。このこと

によって，一時的に資本装備率が低下する

ことになる。しかしながら，長期的には適切

な投資を実施し，資本装備率を安定的に上

昇させることで，労働生産性，ひいては総

合生産性を伸ばしていくことが求められる。

②は，現在生産性が高い事業に傾注する

のではなく，生産性の伸びが期待できる事

業に力を入れることである。計測では明示

的に示すことができなったが，混合効果が

負の値という計測結果が示していること

は，労働の削減や遊休資産，低稼働施設処

理の不十分さだけでなく，生産性の伸びが

停滞している事業への投入が多いことがあ

ると考えられる。ある事業において産出が
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減少しているにもかかわらず，労働や資本

を厚く配分し，投入を伸ばせば，それは非

効率として主に混合効果に負の影響を与え

るからである。

最後に本稿で言及しなかった，または計

測に取り込むことができず，言及できなか

った点について２点挙げておく。

第１は，農協が総合生産性を向上させる

方法はいくつかあるということである。本

稿では対象期間の動向に即し，産出はほと

んど伸びないとして論じてきた。そのため，

投入の調整に目を向けてきた。しかし，既

にみたように，総合生産性は産出（Y）と

投入（X）の比（Y／X）であるから，投入以

上に産出を増加させることでも総合生産性

は伸びる。例えば農協が，組合員の利益お

よび生活の向上のために，組合員が必要と

する新事業を創設することでも可能なので

ある。もちろん，その際にも適正な労働と

資本の投入量を意識することが重要である。

第２は，農協経営上の重要な目的のひと

つに組合員の満足度向上があることであ

る。これは，総合生産性の向上によって上

昇する部分もあるが，そうでない部分もあ

る。このことを盾に生産性を軽視すること

は避けなければならないが，どこで折り合

いをつけるかは，農協特有の重要な経営問

題であろう。
（注11）１人あたりの資本の量を表しており，資本
深化とも呼ばれる。

本稿では，Malmquist総合生産性を用い

資料　筆者作成 
（注）　２（３）で使用した労働生産性（人件費あたりの産出）

を分解したもの。 
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て，農協の総合生産性変化とその要因につ

いて取り上げた。農協の総合生産性は，対

象期間である89年から05年までの間に年率

1.31％で上昇してきた。90年代の伸びは低

いものであったが，2000年以降の伸びは90

年代よりも高いことが示された。

対象期間中の総合生産性上昇の最大要因

は，規模の経済であり，次いで技術進歩で

あった。反面，最も伸びを妨げた要因は，

混合効果であった。

生産性の追求は，組合員の満足度向上の

一部をなすものでもあり，農協が事業総利

益の伸び悩みのなかで，規模の経済を背景

として総合生産性を上昇させてきたことは

評価に値するであろう。近年の農協による

投入要素削減の動きは，生産性という面で

は確実に実を結んでいるように思われる。

但し，最も生産性向上に貢献した規模の経

済が，農協合併によってもたらされたもの

かどうかは本稿では実証していない。実証

のためには，改めて農協の個票を用いて計

測する必要がある。

総合生産性上昇の阻害要因となった混合

効果の値を改善しつつ総合生産性を上昇さ

せるには，投入要素の無駄を省くこと，生

産性の伸びを期待することが難しい事業に

過度な投入はしないことが求められる。

対象期間中の計測結果が示しているよう

に，生産性向上のために規模の経済と技術

進歩を生かすことは今後とも必要であろ

う。これまで同様，農協は積極的に必要な

経営努力をしていくことが求められている

と考える。
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＜補－１＞　データ

データの出典およびデータの加工方法はすべて川村（2000）と同じである。

＜補－２＞　Törnqvist指数とMalmquist総合生産性指数

Törnqvist指数は，Törnqvist（1936）によって示されたとされ，Diewert（1976）によってこの指数の

経済学的意味づけが付加されてから急速に普及した。

Malmquist総合生産性は，Lovell（2003）によればBjurek（1996）が示したとされる。今回利用する計

測モデルは，Lovell（2003）に依っている。計測モデルを簡単に示しておくと，

Do
t+1(xt+1,yt+1) Do

t (xt+1,yt+1) Do
t (xt,μyt) D i

t (xt,yt) Do
t (xt,yt+1) D i

t (λxt,yt)
Mt= ・　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　 ・

Do
t (xt,yt) Do

t+1(xt+1,yt+1) Do
t (xt,yt) D i

t (λxt,yt) Do
t (xt,μyt) D i

t (xt+1,yt)

λ=D i
t［xt,yt+1/Do

t (xt+1,yt+1)］-1,μ=Do
t［xt+1/D i

t (xt+1,yt+1),yt］-1

（Mt：ｔ期のMalmquist指数，D（・）：距離関数，x：投入ベクトル，y：産出ベクトル，t：期，i：Input-oriented

Malmquist Productivity，o：Output-oriented Malmquist Productivity）

であり，Mt+1の値と幾何平均して算出される。Mtの式の右辺において，点で４つに区切られたそれぞれが幾

何平均され，左から技術進歩・技術効率・規模の経済・混合効果を示す部分となる。

但し，Malmquist生産性の基礎概念は，Malmquist（1953）によって示されたものである。それが改良

され現在に至っている。頻繁に利用されるのは，本稿で使用したMalmquist総合生産性ではなく，Fä re et

al.（1994）が示した部分的なMalmquist生産性である。これは，技術効率と技術進歩に分解される。

Malmquist総合生産性を含むMalmquist生産性は，Caves et al.（1982）によってTörnqvist指数との

関係が示されてから世界中で使用されている。

＜補－３＞　計測上の問題点

本稿で使用するデータ，Törnqvist指数，Malmquist総合生産性指数の問題点を簡単に記しておく。

データの問題としては，主に労働と資本に問題がある。第１に，労働・資本とも計測数値に質が十分に把

握されているかがある。これは生産性計測上しばしば問題となるものである（例えば資本について野村

（2004）を参照）。

第２に，資本のデータが『総合農協統計表』にないことである。これは川村（2000）で既に指摘されている。

第３に，『総合農協統計表』が対象とする範囲である。同統計は，農協の数値を取りまとめたものであり，

①連合会と統合された農協と，連合会と農協が別組織となっている農協が，統計データの中に混在しているこ

と，②農協に子会社がある場合，事業の一部が子会社に移転するため，農協ごとに反映されている数値が異な

っていること，などがある。

Törnqvist指数については，費用関数との整合性が示されているため（Diewert（1976）），生産性計測上

の問題点が当てはまる。主に，①資本の稼働率，②経済成長率との相関，が挙げられる。例えば①については

Basu（1996），②についてはMankiw（1989）などを参照。

Malmquist総合生産性指数については，Malmquist生産性の問題点である，結果に対する統計的検定方法

が十分に確立していないことがある。


